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大阪府屋外広告物条例上の禁止区域（第四条第一項）

【禁止区域の状況】
　　（○：禁止区域であるもの　　　　×：禁止区域としていないもの）　　
	物件名
	大阪府
	モデル条例
	大阪市
	堺市
	豊中市
	高槻市
	東大阪市

	官公署
	○
	○
	×
	○
	○
	○
	○

	学校
	○
	○
	×
	○
	○
	○
	○

	研究所
	○
	×
	×
	○
	×
	×
	×

	図書館
	○
	○
	×
	○
	○
	○
	○

	美術館
	○
	○
	×
	○
	×
	×
	×

	音楽堂
	○
	×
	×
	○
	○
	×
	×

	公会堂
	○
	○
	×
	○
	○
	×
	×

	記念館
	○
	×
	×
	○
	×
	×
	×

	体育館
	○
	○
	×
	○
	○
	×
	×

	天文台
	○
	×
	×
	○
	×
	×
	×

	記念塔
	○
	×
	×
	○
	○
	○
	○


　　　　　　　　　　　※　モデル条例：国の条例ガイドライン

現在の官公署等で掲出可能条件
（適用除外　条例第八条）
	
	項・号
	広告物の種類
	許可申請の要否

	1
	一項一号
	他の法令、規定により表示・設置
	不要

	2
	一項二号
	道先案内図その他公共上やむを得ないもの　かつ　公共団体又は公益法人その他これに類する団体
	

	3
	一項三号
	自家用広告物、表示面積が７㎡を超えないもの
	

	4
	一項四号
	冠婚葬祭、祭礼など一時的に表示
	

	5
	
	講演会、展覧会、音楽会など敷地内に表示
	

	6
	二項一号
	自己の管理する土地又は物件に必要に基づき表示
	不要

	7
	二項二号
	公益上必要な施設又は物件に寄贈者名等を表示する広告物
	

	8
	二項三号
	６、７以外で営利を目的としない広告物
	

	9
	三項
	道先案内図その他の公衆の利便に供する広告物
	必要

	10
	四項一号
	自家用広告物で都市計画法に規定する当該施設内にあるもの
	必要

	11
	四項二号
	電柱又は停留所標識を利用する広告物
	

	12
	五項
	はり紙、はり札又は立看板で、30日を超えないもの
	不要


（適用除外　条例第八条のニ）
	
	項・号
	広告物の種類
	許可申請の要否

	1
	一項一号
	【活動主体】が行う【地域における公共的な取組み】に要する費用に充てるための広告物等
【活動主体】自治会、商店街振興組合、特定非営利活動法人、
公共交通事業者、公共団体、その他地域の活動主体
【地域における公共的な取組み】
　○道路の清掃・美化活動　○街灯、ベンチ、上屋等の整備又は維持管理　○公共団体と地域住民等が一体となって開催する催物　○道路環境の向上その他営利を主たる目的としない事業又は活動で、道路の通行者又は利用者の利便性の向上、地域の活性化、にぎわいの創出等に寄与するもの
　○防犯等地域における公共的な取組み

	必要

	2
	一項二号
	【大阪府又は府内の市町村】が【その管理する道路の維持、修繕その他の管理】に要する費用に充てるため、【広告主との契約に基づき】掲出する広告物等
	必要



官公署等に係る屋外広告物の全国の規制状況
1．調査対象
全国47都道府県、近畿圏内の13政令指定都市・中核市　
（回答率：９６％⇒５８／６０自治体）　※福島県、奈良市未回答
2．調査実施日
平成25年9月9日（回答集計日：平成25年10月28日）
	近畿圏内政令指定都市・中核市

	政令指定都市
	中核市

	京都市、大阪市、堺市、神戸市
	大津市、豊中市、高槻市、東大阪市、姫路市、尼崎市、西宮市、奈良市、和歌山市


3．調査項目
【質問１】官公署等の現在の規制について
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現在の要望事例（府関係、市町村、他府県）


/





官公署等に係る屋外広告物の需用調査(府関係)
1．実施対象
　庁内9関係部局14室課17箇所
　【有効回答数：１７／１７ ⇒ １００％】
【内訳】
危機管理室（消防学校）、税務局（府税事務所）、子ども室（子ども家庭センター）、保健医務室（保健所）、中小企業支援室（大阪府立産業技術総合研究所）、雇用推進室（高等職業技術専門校）、環境農林水産総務課（大阪府立環境農林水産総合研究所4箇所）、都市整備部（交通道路室・公園課）、教育委員会（保健体育課・施設財務課・文化財保護課・中央図書館）、大阪府警察本部、
2．調査実施日
平成25年10月11日（回答集計日：平成25年11月13日）
3．調査項目
【質問１】室・課が所管している施設等における民間広告物の掲出について
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【質問４】次の条件（※）を充足し、官公署等での掲出が可能となった場合について
　　　　※条件として案
① 安全、安心、防災上必要な内容を含んだ広告物
　　② 行政施策の実現を目的としたもの（環境に配慮したもの、社会貢献に寄与するもの）
　　　　③ 市民の利便性の向上に寄与するもの（地域案内板等）
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官公署等に係る屋外広告物の需用調査（市町村）
1．実施対象
大阪府内38市町村（大阪市、堺市、豊中市、高槻市、東大阪市を除く）
【有効回答数：３８／３８⇒１００％】　※38市町村63関係部局から回答あり
2．調査実施日
平成25年10月11日（回答集計日：平成25年11月13日）
3．調査項目
【質問１】室・課が所管している施設等における民間広告物の掲出について
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【質問４】次の条件（※）を充足し、官公署等での掲出が可能となった場合について
　　　　※条件として案
① 安全、安心、防災上必要な内容を含んだ広告物
　　② 行政施策の実現を目的としたもの（環境に配慮したもの、社会貢献に寄与するもの）
　　　　③ 市民の利便性の向上に寄与するもの（地域案内板等）
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チャージ・カフェの広告【新エネ施策による環境配慮】
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広告付き地理案内板【府民サービス、利便性向上に寄与するもの】
[image: image8.jpg]



緑化された壁面広告【緑化による景観形成・環境配慮】
[image: image9.jpg]



防災上必要な情報を含む広告【災害時の防災対応】
別紙１





禁止区域とは、良好な景観を形成し、または風致を維持することが特に強く要請される区域で、屋外広告物を掲出、設置できない場所。（但し、適用除外に該当する広告物は除く。）


一項一号　都市計画法の規定による第一種低層住居専用地域


　　二号　第二種低層住居専用地域等のうち知事が指定する地域又は場所


三号　文化財保護法の規定による以下の地域


重要文化財（建造物に限る）に指定された地域


史跡・名勝・天然記念物に指定または仮指定された地域


　　四号　大阪府文化財保護条例の規定による以下の地域


大阪府指定有形文化財（建造物に限る）の敷地


大阪府指定史跡、大阪府指定名勝、大阪府指定天然記念物の地域


　　五号　森林法の規定により規定された保安林の区域のうち知事が指定する区域


六号　道路、鉄道、軌道、索道およびこれらに接続する地域で、知事が指定するもの


　　七号　古墳、墓地


　　八号　官公署、学校、研究所、図書館、美術館、音楽堂、公会堂、記念館、体育館、天文台、記念塔の敷地内








別紙２





別紙３





・官公署等を禁止区域としている自治体は７割強。


・官公署等が禁止区域に該当しないと回答した自治体は２割弱。


【理由】○一般の広告物が乱立する可能性が低く、想定されていない。


　　　　○管理者の事前協議が必要なことから、美観風致の維持、公衆に対する危害の防止に配慮したものとなるため。（管理者の判断による）


○不明


・禁止区域から除外理由


　　　　　大阪市（Ｈ25/1）歳入確保











別紙４





大阪府関係








≪掲出実態≫　――　【公園課】【交通道路課】【保健体育課】


・二色の浜公園の水上オートバイ施設に水上バイクに関する企業が広告看板を設置


・豊中市と協議の上、千里中央駅連絡道路（道路施設）で実施


・漕艇センター（高石市）でネーミングライツを実施


　　　（門真、臨海スポーツセンターでも公募したが応募なし）





≪要望事例≫　――　【都市整備部】【府警本部】


・電気自動車の充電箇所にチャージ・カフェ（広告媒体設置）―― 社会的役割


・警察署敷地内（交番）に掲出される広告付き案内板　――　府民の利便性向上





市 町 村








≪掲出実態≫・県立（体育館、武道館）でネーミングライツによる掲出【大津市】


≪要望事例≫・府営住宅の壁面、配水場の塀壁面を利用する非自家用広告物の掲出【堺市】





他 府 県





≪掲出実態≫・自治体の庁舎に、標語や広報内容を記した懸垂幕（壁面利用広告物）


【神奈川県】


・警察官募集などの各種募集案内、○○強化月間の啓発活動【新潟県】


≪要望事例≫・庁舎敷地内に民間企業から広告を募集し屋外広告物として掲出【北海道】


・敷地内広告物（広告業者が設置して広告主を募集）【栃木県】


・市有施設（下水処理場:上水道倉庫:消防署）の壁面に民間の案内用広告


【岐阜県】


・地図付き広告板【三重県】


・県営住宅、庁舎の壁面【兵庫県、山口県】


・庁舎壁面等への非自家用広告物の掲出【宮崎県】





別紙５





・官公署等が禁止区域であるがために、広告物の掲出を検討したことがないと回答した所属等は８割弱（７６％）である。











・官公署等での掲出が可能となった場合に、広告物の掲出を検討する、または、検討する可能性があると回答した所属等は１／４であった。


・その他として、「施設の事情により個別に判断が必要」「現時点では、判断できない、検討したことがない」といった回答が多く見られた。





別紙６





・官公署等が禁止区域であるがために、広告物の掲出を検討したことがないと回答した所属等は８割を超えている。





※63回答中5部局が未回答





・官公署等での掲出が可能となった場合に、広告物の掲出を検討する、または、検討する可能性があると回答した所属は６割を越えている。


・その他として、「現時点では不明」「他市等の状況等を考慮しながら判断する」といった回答がみられた。





官公署等における公共性のイメージ【企業による社会貢献】





別紙７





�


携帯によるナビ機能付





広告








